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１．国境離島
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○国土面積
約３８万ｋ㎡（世界第６１位）

○領海・排他的経済水域の面積
約４４７万ｋ㎡
－国土面積の約１２倍
－世界第６位

○我が国の島（周囲100m以上の島）の数
６，８５２島

○離島の数
６，８４７島

（北海道、本州、四国、九州、沖縄本島の
主要５島以外の島によって広大な面積を確保）

○海岸線延長
約３.５万ｋｍ（世界第６位）

○漁業･養殖業生産量（平成２６年）
約４７９万トン（世界第７位）

（参考）
○南鳥島に係るＥＥＺの面積：約43万km2

○西之島での火山活動に伴う面積の拡大：
約2.68km2（噴火前の約12倍）（H28.9.15時点（暫定値））

上記拡大に伴う領海及びＥＥＺの拡大：約50km2（報道ベース）

○我が国は、海上に広く点在している離島によって、世界有数の領海・排他的経済水域（EEZ）を
有している。

西之島

我が国の海洋をめぐる状況
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領海等の外縁を
根拠づける離島
（４９１島）

EEZの外縁の根拠
でもある離島
（９９島）

領海の外縁のみを
根拠づける離島
（３９２島）

有人離島
（１０島）

無人離島
（８９島）

無人離島
（３４２島）

有人離島
（５０島）

４９１島以外に
北方領土（３７島）、竹島（４島）がある。

西之島周辺離島（1島）

昨年度国有財産登録完了①＋② ２７３島

全島嶼（６８５２島※１ ）

昨年度国有財産登録完了①【１６島】

昨年度国有財産登録完了②【２５７島】

※１ 我が国の島（約８万島）のうち、周囲100m以上の島として
「昭和６２年版 海上保安の現況」（海上保安庁）に掲載。

有主又は国有財産登録済（７９島）

領海等の外縁を根拠付ける離島（国境離島）

有主又は国有財産登録済（70島）

低潮高地（2島）

西之島周辺離島（６島）
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１．基本方針の目的・意義 国土面積（約３８万km2）の約１２倍に及ぶ排他的経済水域等面積（約４４７万km2）の
管轄海域の適切な管理のため、離島の保全及び管理を的確に行う。

２．離島の役割
１）離島が安定的に存在することで、排他的経済水域など我が国の管轄海域の根拠となる。
２）広大な海域における様々な活動を支援し促進する拠点となる。
３）海洋の豊かな生物多様性の確保及び生態系サービスの提供を行う。
４）人と海との関わりにより形作られた歴史や伝統を継承する。

３．離島の保全・管理に関する施策

４．離島の保全・管理に関する施策の推進体制等 ５．国民等に対する普及啓発

「海洋管理のための離島の保全・管理のあり方に関する基本方針（H28.7改定）」の概要

１）我が国の管轄権の根拠となる離島の安定的な保全・管理に
関する施策

①状況把握・データ収集
②離島及び周辺海域における監視の強化
③低潮線を変更させるような行為の規制等の推進
④関係府省による情報共有・対応体制の構築
⑤離島の適切な保全・管理
⑥有人国境離島地域の保全
⑦特定有人国境離島地域の地域社会の維持

２）我が国の領域保全や管轄海域の管理に関する施策
①領域保全等に関する取組の強化
②管轄海域の堅守
③離島及び周辺海域における防衛態勢の強化

３）海洋における様々な活動を支援・促進する拠点となる
離島の保全・管理に関する施策
①海洋資源の開発及び利用の支援
②本土から遠隔に位置する離島における活動支援
③海洋の安全確保

４）海洋の豊かな生物多様性を支え、生態系サービスを
提供する離島及び周辺海域の保全・管理に関する施策
①状況把握・データ収集
②海洋保護区の設定等による保全・管理の推進
③離島における自然環境保全の取組の推進

５）人と海との関わりにより形作られた離島の歴史や伝統
の継承に関する施策
①状況把握・データ収集
②文化財の保護の推進
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H21

国庫に帰属することが
新たに判明した土地の
国有財産としての登録

特定離島における
拠点施設の整備

H22
「低潮線保全法」制定（H22.6）、

「低潮線保全基本計画」策定（H22.7）

低潮線の保全

沖ノ鳥島及び南鳥島
における特定離島港
湾施設の整備
（H23及びH22年度に
それぞれ着手）

EEZの外縁を根拠付ける無
人離島（89島）のうち、無主
の41島について、国有財産
として登録（H23.8)

領海の外縁のみを根拠付け
る無人離島（342島）の所有
者情報の調査を実施

「海洋管理のための離島の保全・管理のあり方に関する基本方針」（「離島の基本方針」）の策定（H21.12）

離島への名称付与

EEZの外縁を根拠付
ける離島のうち、名
称のない島（49島）
に名称を付与（H23.5
及びH24.3）

領海の外縁のみを
根拠付ける離島のう
ち、名称のない島
（158島）に名称を付
与（H26.8）

H27

領海等の外縁を根拠付ける
無人離島のうち無主の273
島について国有財産として
登録（H29.3）

H28
継続実施中 継続実施中

実施済み

ただし、

・北方領土

・竹島

・西之島周辺離島

を除く。

離島の保全・管理に関する施策の経緯

離島の基本方針の改正（H27.6）

ウェブサイト
等を利用し
た情報発信

国境離島ウェ
ブページの開
設（H28.7）

離島及び周
辺海域にお
ける防衛態
勢の強化

与那国島へ
の沿岸監視
隊の新編・
配置（H28.3）

離島の基本
方針の改正
（H28.7）

有人国境
離島法
関連施策

※1 EEZの外縁を根拠
付ける低潮線の保全が必
要な海域（海底及びその
下を含む。）として政令で
定めるもの。

「有人国境
離島法」制
定（H28.4）

国境離島ウェ
ブページの充
実（随時）

国境離島の保全、管理及び振興のあり方に関する有識者懇談会「最終提言」(H26.6)H26

185の低潮線保全区域
※１を指定（H23.5）
○掘削の許可等の行
為規制
○巡視の実施
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数十m

18八丈島

21～22鳥島

43～44硫黄島

32～39南硫黄島

42北硫黄島

29父島

30～31母島

23～28聟島（むこしま）･嫁島

45～49南鳥島

50～63沖ノ鳥島

41西之島

40孀婦岩（そうふがん）

20須美寿島

19ベヨネース列岩

1～2落石岬

3～4散布埼(ちりっぷさき)

6～9三陸海岸

5襟裳(えりも)岬･沖岩

10～12金華山

13塩屋埼

14～17銚子･犬吠埼（いぬぼうさき）

64～65潮岬

66～67室戸岬

68足摺岬（あしずりみさき）

69～71種子島

72北大東島

73～75沖大東島76～78宮古島

79石垣島

80～89波照間島90中御神島
（なかのうがんしま）

91～98与那国島

99～102魚釣島

103～105久場島 106大正島

107久米鳥島

108～109硫黄鳥島

110横当島

111男女群島

112～113肥前鳥島

114～115嵯峨ノ島

116白瀬

117～135対馬

136壱岐

137沖ノ島

138見島 139鳥屋鼻

142久六島

140～141舳倉島

143～145松島大島

146～147奥尻島

148茂津多岬
（もつたみさき）

149神威岬
（かむいみさき）

150天売島

151～157礼文島

158,164,172,173弁天島、海馬(とど)島等

159～163,165～171,174～181
宗谷～ｵﾎｰﾂｸ海沿岸

182～185知床岬

【有人国境離島地域の活動拠点機能の例】

〇 低潮線保全区域は、全国で185区域指定されており、うち国境離島には148区域が指定。

⑦
①

②

②

⑲

②

③

①

①
⑩

⑧

①

①
②

⑤

③

②

丸数字は、各国境離島に設定されている
低潮線保全区域の数。

：有人国境離島（10島、55区域）

領海の限界線

高潮線（最高水面）

低潮線（最低水面）

低潮線

高潮線

限界線の基礎となる低潮線

限界線の基礎となる低潮線

排他的経済水域の限界線

200海里(約370km)

12海里(約22km)

低潮線保全区域

領海 排他的経済水域

〇 低潮線保全区域の指定

排他的経済水域等の限界を画する基礎となる低潮線
等の周辺の水域で保全を図る必要があるものを区域
指定。
〇 行為規制

低潮線保全区域内において海底の掘削等低潮線の
保全に支障を及ぼすおそれがある行為をしようとする
者は国土交通大臣の許可を受けなければならない。

低潮線保全区域の巡視状況

低潮線保全区域

⑥

②

①

①

①
②

①

①

①

⑧

⑭

③

②

①

①

②
①

②

④

①

①

②

①

④

①

①

①

① ①
①

①

①

①

：無人国境離島（89島、93区域）

①

③
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領海等の外縁を根拠付ける離島 ４９１島（注１）

有人離島 ６０島

無人離島 ４３１島

持ち主のいない離島 ・・・ ２７３島

国又は自治体のみが所有・・・・・・１０９島
私人のみが所有・・・・・・・・・・・・・・・ 28島
国・自治体・私人の所有が混在・・・ １２島

その他（西之島周辺離島、低潮高地）・・・・・・・・ ９島

「離島の基本方針」（H27.6総合海洋政策本部決定）に基づき、

▶国有財産台帳への登載については、平成29年3月に終了（注２）

▶不動産登記については、更に詳細な住所の確認の必要な離島を除き、
平成29年3月に登記の嘱託を終了

（注１） ・４９１島以外に北方領土（３７島）、竹島（４島）がある。
（注２） ・２７３島の所管省庁は、林野庁（42島）、国土交通省（16島）、海上保安庁（1島）、環境省（43島）、財務省（171島）。

【所有者別内訳】

無主の離島の国有財産としての登録等について

上記について、第16回総合海洋政策本部（平成29年４月７日）で報告。
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国有財産台帳への登載を行った離島（273島）の概略位置図

１

2
3

4
5

67

8
9

10,11

12

13

14,15,16

1718

19
20

21

22
23

24

28
25,26

27

29
30

31,32,33
3435
36

38
37

39
40

41,42

43

44
45

46
47,48

49,50
51
52

53
54,55,56

57,5859,60
61～66

67,68

69～77

78

79,80
81～85
86～89
90～94

95～98

99～103

104
105,106

107,108

109,110
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112113

114,115,116

117～122123

124,125,126
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128
129 130,131132

133

134～139

148～155
156～160

161
162

163

164～170

171～173

174 175

176

177,178,179
180,181,182

183

184～189
190

140～147

191,192
193,194

197
198

202

203

204

205,206

207
208,209

210～214

215～220

221,222
223～231

233～235
236,237

238～243
244～248

249～253

254,255
256,257
258,259

260,261

262～270

271

273

195,196

199,200,201

272
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マスコミ各社の報道ぶり

平成２９年４月６日（木）産経新聞 朝刊１面 平成２９年４月７日（金）読売新聞 朝刊３面

平成２９年４月７日（金）
日本経済新聞 朝刊３面
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１ 自然的経済的社会的観点から一体をなすと認められる二以上の離島で
構成される地域（当該離島のうちに領海基線を有する離島があるものに
限る。）内の現に日本国民が居住する離島で構成される地域

２ １のほか、領海基線を有する離島であって現に日本国民が居住するもの
の地域

有人国境離島地域

有人国境離島地域のうち、継続的な居住が可能となる環境の整備を図る
ことがその地域社会を維持する上で特に必要と認められるもの（15地域（8
都道県29市町村71島）の具体名が別表に明記）

定 義

特定有人国境離島地域

○ 内閣総理大臣は、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域
に係る地域社会の維持に関する基本的な方針を定めるものとする。

○ 特定有人国境離島地域をその区域に含む都道県は、基本方針に基づき
、当該特定有人国境離島地域について、その地域社会の維持に関する計
画を定めるよう努めるものとする。

基本方針・計画

有人国境離島地域に係る施策

＜保全＞
一 国は、国の行政機関の施設の設置に努める。
二 国は、土地の買取り等に努める。
三 国及び地方公共団体は、港湾等の整備に努める。
四 国及び地方公共団体は、外国船舶による不法入国等の違法行

為の防止に努める。
五 国及び地方公共団体は、広域の見地からの連携が図られるよう

配慮する。

＜その他＞
○ 啓発活動

保全に関する施策に加え、国及び地方公共団体は、以下に掲
げる事項について適切な配慮をする。
＜地域社会の維持＞
一 国内一般旅客定期航路事業等に係る運賃等の低廉化（特別

の配慮）
二 国内定期航空運送事業に係る運賃の低廉化（特別の配慮）
三 生活又は事業活動に必要な物資の費用の負担の軽減
四 雇用機会の拡充等
五 安定的な漁業経営の確保等
※ 必要な財政上の措置等を講ずるものとする。

特定有人国境離島地域に係る施策

・この法律は、一部を除き、平成29年４月１日から施行する。 また、
平成39年３月31日限り、その効力を失う。

・内閣府設置法の一部改正（本法案に係る事務の所管）等

その他（施行期日等）

国は、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社
会の維持のため必要な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

有人国境離島法（平成28年４月法律第33号）の概要

この法律は、我が国の領海、排他的経済水域等を適切に管理する必要性
が増大していることに鑑み、有人国境離島地域が有する我が国の領海、排
他的経済水域等の保全等に関する活動の拠点としての機能を維持するため
、有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の
維持に関する特別の措置を講じ、もって我が国の領海、排他的経済水域等
の保全等に寄与することを目的とする。

目 的

国の責務
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利尻・礼文

奥尻島

佐渡

伊豆諸島
南部地域

隠岐諸島

見島
対馬

壱岐島

五島列島

甑島列島

種子島
三島

吐噶喇列島
屋久島

天売・焼尻

飛島

粟島

伊豆諸島
北部地域

沖の島

大島・築島

屋久島小笠原諸島

奄美群島沖縄諸島

八重山列島 大東列島

金華山

舳倉島

三宅島、御蔵島、
八丈島、青ヶ島

島後、中ノ島、西
ノ島、知夫里島

対馬、海栗島、泊島、
赤島、沖ノ島、島山島

壱岐島、若宮島、
原島、長島、大島

上甑島、中甑島、
下甑島

竹島、硫黄島、黒島

口之島、中之
島、諏訪瀬島
、平島、悪石
島、小宝島、
宝島

種子島、馬毛島

屋久島、口永良部島

利尻島、礼文島

【五島列島】
宇久島、寺島
六島、野崎島、納島、小値賀島、
黒島、大島、斑島

中通島、頭ケ島、桐ノ小島、若松
島、日島、有福島、漁生浦島、
奈留島、前島、久賀島、蕨小島、
椛島、福江島、赤島、黄島、黒島
、島山島、嵯峨ノ島、江島、平島

大島、利島、新島
、式根島、神津島

天売島、焼尻島

父島、母島、
硫黄島、

南鳥島

奄美大島、加計呂麻島、与
路島，請島、喜界島、徳之
島、沖永良部島、与論島

北大東島、
南大東島

宮古島、池間島、大神島、来間島、伊良
部島、下地島、多良間島、水納島

宮古列島

【沖縄諸島】
沖縄島、伊平屋島、野甫島、伊是名島、伊江島、水納島、
津堅島、久高島、粟国島、渡名喜島、座間味島、阿嘉島、
慶留間島、渡嘉敷島、前島、久米島、奥武島、オーハ島、
宮城島、古宇利島、屋我地島、瀬底島、平安座島、宮城島
、伊計島、浜比嘉島、奥武島

【八重山列島】
石垣島、竹富島、西表島、鳩間島、由布島、小浜島、嘉弥
真島、黒島、新城島（上地、下地）、波照間島、与那国島

①「有人国境離島地域」（黒字＋赤字の地域）
自然的経済的社会的観点から一体をなす２以上
の離島で構成され、領海基線を有する離島があ
り、日本国民が居住する地域

（13都道県 29地域 148島）

（出典）国土交通省国土地理院の地図を基に総合
海洋政策推進事務局が作成。

有人国境離島地域及び特定有人国境離島地域

＜有人国境離島地域及び特定有人国境離島地域＞

小島

②「特定有人国境離島地域」（赤字の地域）
継続的な居住が可能となる環境整備が地域社
会を維持する上で特に必要と認められる地域と
して、法律で定められたもの。

（8都道県 15地域 71島）
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自然的経済的社会的観点から一体をなすと認められる２以上
の離島で構成される地域（当該離島のうちに領海基線を有する離島があ

るものに限る。）内に現に日本国民が居住する離島で構成される
地域。

領海基線を
有する離島

無人

有人国境離島地域

領海基線を有する離島であっ
て現に日本国民が居住する
ものの地域。

領海基線を
有する離島

航路等

有人国境離島地域

【法２条第1項】 【法２条第２項】

航路等

領海基線を
有する離島

有人国境離島地域

有人国境離島地域指定の考え方

自然的経済的社会的観点から
一体をなすと認められる離島で
構成される地域

【代表例】
礼文島

【代表例】
利尻島

【代表例】
ベンサシ大島

【代表例】
佐渡島

【代表例】
対馬

【代表例】
海栗島、泊島等
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有人国境離島法の施行に関するスケジュール（予定）

地域社会維持に関する都道県計画の検討

国

内
閣
総
理
大
臣
決
定

（
４
月
７
日
）

都
道
県

計
画
決
定

平成29年
４月１日

基本方針の検討

法 施 行

都
道
県
・

市
町
村

※都道県によっては議会手続き

予

算

基
本
方
針

平成29年3月

基本方針に沿った施策、各種支援の実施

観光振興、雇用機会拡充については、熟度等に応じて交付決定。

内閣府総合海洋政策推進事務局発足

第
一
回
交
付
決
定

運賃低廉化、輸送費支援
を中心に交付決定。

都道県等との調整

地
域
社
会
維
持

交
付
金

都道県計画に沿った地域社会の維持に
係る施策の実施

関係府省による予算執行等の準備

総
合
海
洋
政
策
本
部

会
合
で
了
承

第
二
回
交
付
決
定

平成29年
５～７月
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１．内閣府における特定有人国境離島地域社会維持推進交付金の創設
（国費約５０億円（新規））

２．各府省計上の離島向け予算の増額等 （国費約７億円増）

３．各府省計上予算の配分目標額設定等による配分拡大等 （国費約１２億円増）

以上により、国費約６９億円（事業費約１２０億円）の新規財源を確保。
（従来予算を加えると、国費総額約144億円（事業費約256億円））

上記施策に係る地方負担分については、それぞれの施策内容に応じ、特別交付税措置を講じる。

有人国境離島関係予算の概要

Ⅰ 特定有人国境離島地域の地域社会維持関係

Ⅱ 有人国境離島地域の保全関係

所管府省庁において所要の予算を計上
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（１）特定有人国境離島地域社会維持推進交付金の創設 【国費５０．０億円】（新規）

（２）特定有人国境離島の地域社会維持に係る利子補給制度の創設 【国費０．３億円】（新規）

（３）有人国境離島政策の推進に係る調査 【国費０．１億円】（新規）

Ⅰ特定有人国境離島地域の地域社会維持関係 その１

① 離島住民向け航路運賃について、ＪＲ運賃並みまでの引き下げ

老朽船舶更新のための旅客運賃引き上げを抑制

② 離島住民向け航空路運賃について、新幹線運賃並みまでの引き下げ

③ 旅行者に「もう一泊」してもらうための旅行商品等の開発、企画、宣伝、実証、販売促進により、旅行の実

質負担を軽減

④ 農水産品（生鮮品全般）の移出及びこれらに必要な原材料等の移入に係る輸送コスト低廉化

⑤ 雇用を増やして創業・事業拡大を行う場合の設備投資資金や、人件費、テナント料、広告宣伝費等の運

転資金の一部を支援（市町村が重要と認める取組は最長５年間支援）

特定有人国境離島地域において創業・事業拡大を行う民間事業者等に対する事業のスタートアッ
プ融資を行う離島内の地域金融機関等に対して利子補給を実施

専門家等による現地での取組状況確認、関係都道県・市町村への助言等を実施

上記のほか、専門家を現地に派遣・駐在させ、地域に寄り添って都道県計画や各事業の構想・戦略
の策定を支援 （平成28年度補正予算 国費２．７億円）

１．内閣府予算

16



２．各府省計上離島向け予算

Ⅰ特定有人国境離島地域の地域社会維持関係 その２

○ 特定有人国境離島地域における戦略産品に係る輸送コスト低廉化の支援を拡充する
とともに、産品の品質管理に資する機材等の導入支援を拡充 （国土交通省）
【離島活性化交付金の拡充：国費１５．５億円の内数（平成28年度予算国費１１．５億円の内数）】

○ 特定有人国境離島地域において漁業集落が行う新たな漁業又は海業の雇用を創出
するための取組等を支援（水産庁）
【特定有人国境離島漁村支援交付金の創設：国費３．０億円（新規）】

※特定有人国境離島におけるガソリン流通コスト（実費相当）の低減に必要な経費を計上（資源エ
ネルギー庁） 【国費３０．５億円の内数（平成28年度 国費３０．５億円の内数）】

※上記のほか、特定有人国境離島地域を含む我が国の周辺海域において外国漁船の調査、監視
を行う漁船に対する用船料、燃油代等を支援（水産庁）

（平成28年度補正予算 国費４０．０億円（全国）の内数）
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Ⅰ特定有人国境離島地域の地域社会維持関係 その３

３．各府省計上予算における目標額設定等

○ 地方創生推進交付金について、特定有人国境離島向けに配分目標額を設定し、申
請事業数の上限等の要件緩和を行うことにより活用促進（内閣府）

【配分目標額：国費２４．０億円（平成28年度配分見込：国費１７．９億円）】

○ 特定有人国境離島地域での農林水産業への新規就業者対策等について、優先採
択枠を設定することにより活用促進（農林水産省）

【優先採択枠：国費９．０億円（平成27度配分実績：国費４．４億円）】

○ 特定有人国境離島地域等における事業所の設置・整備、雇入れを行った事業主へ
の助成金について要件緩和し、所要額を計上するとともに、民間機関を活用した職業
訓練機会の確保について配分目標額を設定して優先配分することにより活用促進
（厚生労働省）

【優先配分枠等：国費２．２億円（平成27年度配分実績：国費０．５億円）】
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国
特定有人国境離島関係

地方公共団体

○近隣諸国の海洋活動が活発化している状況に鑑み、平
成29年4月に施行する有人国境離島法に基づく施策を推
進するため、特定有人国境離島地域の地域社会の維持
を支援するための交付金制度を創設します。

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金（内閣府総合海洋政策推進事務局）

２９年度予算額 ５０億円（新規）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

特定有人国境離島地域の
・人口減を抑制します。
・新規雇用者数が増加します。
・観光客等交流人口が増加します。

期待される効果

交付率
6/10等

・航路、航空事業者
・農業者、漁業者
・観光事業者
・創業、事業拡大を

行う事業者 等協議会、農協・漁協等

交付金
補助金等

○離島住民向けの航路・
航空路の運賃を、ＪＲ
運賃並、新幹線運賃並
に引き下げ

○老朽船舶更新のための
旅客運賃引上げを抑制

○民間事業者等による創
業・事業拡大等のための
設備投資資金、運転資
金への支援 （重要な取
組は最長５年支援）

○「もう一泊」してもらうた
めの旅行商品等の開
発、企画、宣伝、実証、
販売促進により、旅行
者の実質負担を軽減

①運賃低廉化

○農水産物（生鮮）全般
の移出に係る輸送コス
トを低廉化

○これらの原材料等の
移入に係る輸送コスト
を低廉化

③雇用機会の拡充 ④滞在型観光の促進

②物資の費用負担の軽減

佐渡

隠岐諸島

見島対馬

壱岐島
五島列島

甑島列島
種子島三島

吐噶喇列島

屋久島

利尻・礼文

奥尻島

伊豆諸島
南部地域

舳倉島

特定有人国境離島地域

１５地域・７１島
（８都道県・２９市町村）

人口 ２６９，３０７人
（H27国勢調査）

交付率 5.5/10 交付率 6/10

交付率 5.5/10交付率 5/10
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Ⅱ有人国境離島地域の保全関係 【各府省予算計上】

（１） 離島部署の施設整備、全国の海上における不審事象、不法行為等への対
応や航路標識の防災対策（海上保安庁）

（２） 防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画に基づき、部隊の新編・増強、施設
整備、装備品の能力向上等の取組を推進（防衛省）

（３） 有人国境離島地域内の港湾、漁港、道路及び空港の整備（水産庁、国土交
通省）
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利尻・礼文

奥尻島

佐渡

隠岐諸島
見島

対馬

壱岐島

甑島列島

五島列島

小笠原諸島

奄美郡島

宮古列島

沖縄諸島

八重山列島

赤色：自衛隊の駐屯地・基地等及び海上保安庁の施設が存在する
有人国境離島地域

黒色：自衛隊の駐屯地・基地等が存在する有人国境離島地域
青色：海上保安庁の施設が存在する有人国境離島地域

地域 離島 自衛隊 海上保安庁

利尻・礼文 礼文島 礼文分屯地（陸自）

奥尻島 奥尻島 奥尻島分屯基地（空自）

佐渡 佐渡島 佐渡分屯基地（空自） 佐渡海上保安署

小笠原諸島

父島 父島地区（海自） 小笠原海上保安署

硫黄島
硫黄島地区（海自）

硫黄島分屯基地（空自）

南鳥島 南鳥島地区（海自）

隠岐諸島 島後 隠岐海上保安署

見島 見島 見島分屯基地（空自）

対馬
対馬

対馬駐屯地（陸自）
対馬地区（海自）

対馬海上保安部
比田勝海上保安署

海栗島 海栗島分屯基地（空自）

壱岐島 壱岐島 壱岐地区（海自） 壱岐海上保安署

五島列島 福江島 福江島分屯基地（空自） 五島海上保安署

甑島列島 下甑島 下甑島分屯基地（空自）

種子島 種子島 種子島海上保安署

奄美群島
奄美大島

奄美地区（海自）
奄美大島分屯基地（空自）

奄美海上保安部
古仁屋海上保安署

沖永良部島沖永良部分屯基地（空自）

沖縄諸島
沖縄島

那覇駐屯地（陸自）
那覇地区（海自）

那覇基地等（空自）

第十一管区海上保安本部
中城海上保安部
名護海上保安署
那覇海上保安部
那覇航空基地

久米島 久米島分屯基地（空自）

八重山列島
与那国島 与那国駐屯地（陸自）

石垣島
石垣海上保安部
石垣航空基地

宮古列島 宮古島 宮古島分屯基地（空自） 宮古島海上保安署

○15の有人国境離島地域に、自衛隊の駐屯地・基地等
又は海上保安庁の施設が設置。

自衛隊の駐屯地・基地等及び海上保安庁の施設
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我が国の領海等の保全を図る上で、有人国境離島地域の保全と地域社会の維持が極めて重要

Ⅰ 有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持の意義

○有人国境離島地域が有する
活動拠点としての機能を継続的
に維持することを基本目標とし、
国は、地方公共団体とも連携し、
保全に関する施策に必要な措置
を講ずるよう努める。

Ⅱ 有人国境離島地域の保全

有人国境離島地域の特定（別表） 保全の方向

※特定有人国境離島地域は法（別表）において特定

◆本土から遠隔の地に位置し、かつ人口が著しく減少している特定有人
国境離島地域は、将来無人化のおそれがあり、一度無人化すると、活動
の拠点としての機能を維持することは著しく困難となる。

◆有人国境離島地域は、日本国民が居住していることにより、漁業、
海洋における各種調査、領海警備、低潮線保全区域の監視等の領
海等の保全等に関する活動の拠点として重要な機能を有している。

利尻・礼文

奥尻島

佐渡

伊豆諸島

南部地域

隠岐諸島

見島
対馬

壱岐島

五島列島

甑島列島

種子島三島

吐噶喇列島 屋久島

天売・焼尻

飛島

粟島

伊豆諸島

北部地域

沖の島

大島・築島

屋久島小笠原諸島

奄美群島沖縄諸島

八重山列島

大東列島

金華山

舳倉島

宮古列島

小島

有人国境離島地域
２９地域・１４８島

うち特定有人
国境離島地域
１５地域・７１島

有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る
地域社会の維持に関する基本的な方針の概要①

領海警備漁業

海洋資源
調査

低潮線保全
区域の巡視

離島の
航空測量

国益上重要な
領海・EEZ内における様々な活動

本土から遠隔の地に
・国の機関の存在や
・燃料や水の補給等の支援が
あるからこそ活動が可能

＜有人国境離島の活動拠点機能＞

保全に関する施策の基本的な事項

① 国の行政機関の施設の設置
・戦略的海上保安体制構築、自衛隊部隊の増強等
・国の研究開発、自然環境保全等の機関の存在、
その職員の居住は地域社会の維持に寄与

② 国による土地の買取り等
・国の行政機関の施設の設置等に必要な土地の
買取り等
・土地所有の状況把握

③ 港湾等の整備

④ 外国船舶による不法入国等の違法
行為の防止

・戦略的海上保安体制構築

・自衛隊の装備品の能力向上等

・漁業者と協力し外国漁船の違法操業へ
の監視等

⑤ 広域の見地からの連携
・災害等を想定し、本土も含めた関係機関
が連携した訓練の実施

水産庁
西海区水産研究所
→地元の漁獲量の
増大に寄与

長崎県五島市

自衛隊与那国駐屯地
（H28年3月開設）
→島民交流等を通じ
地域社会にも寄与

沖縄県与那国町

規制能力強化型巡視船（PS型）

・活動拠点としての機能を維持する上で重
要な港湾、漁港、空港及び道路の整備
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有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る
地域社会の維持に関する基本的な方針の概要②

①人の往来・物の移動に係る条件不利性の緩和

②交流促進のためのきっかけづくり

③島の魅力の再発見と島での人づくりの推進

2027年に向け、「特定有人国境離島地域における人口
の社会増」を基本目標として、これを実現するため、ヒト
が交流し、それによってモノ・カネが対流し、島内経済
が拡大する地域社会を目指す。

Ⅲ 特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持

○離島振興関連施策との整合性の確保、地方創生関連
施策との一体的推進

○「交流・対流・循環」を生み出すための施策の方向性

地域社会の維持の方向

ヒトの交流の活発化 現場の知恵、発想、意欲

往来・取引の活発化
観光客の島内消費の拡大

地元産品・観光の魅力化

島と国内外の間の
モノ・カネの対流

島内経済の拡大

○国、地方公共団体の役割

市町村を支援、地域商社等の実践都道県

財政的支援、地域間連携の促進国

官民一体で取組みを実践市町村

１ 航路・航空路運賃の低廉化
・ガソリン流通コストへの支援を継続
・農水産品等の出荷等に係る輸送コストの低廉化

２ 物資の費用の負担の軽減

・重要業績評価指標（KPI）及び数値に基づく成果目標を定め、PDCAサイクルを実施

・輸送コスト低廉化、地域商社設立による、農水産品等の
ブランド化、販路拡大

・冷凍・乾燥・活魚輸送等による付加価値向上
・新規就業者対策など担い手確保・育成対策

・民間事業者等の創業・事業拡大の支援
・漁業集落が進める雇用創出（漁業又は海業）に係る取組を支援
・人材活用策など地域ぐるみでの戦略づくりと戦略推進
・職業訓練機会の確保

○農林水産業の再生

○創業・事業拡大等の促進

・「もう一泊」したいと旅行者に思わせる、島ならではの食や体験など
着地型観光の充実、旅行商品等の企画、販売促進

・外国人旅行客への情報発信、受け入れ体制の整備
・日本版DMOの設立・運営

３ 雇用機会の拡充

４ 安定的な漁業経営の確保

○滞在型観光の促進

目標：農林水産物の生産額について現在の水準を維持

目標：年間延宿泊者数を90万人泊増やす

目標：開業率を全国並みへ引き上げ

御岳からの風景
（吐噶喇列島）

都道県計画の策定及び推進

地域社会の維持に関する施策の基本的な事項

・住民運賃の低廉化

利尻昆布
（利尻・礼文）

五島うどん
（五島列島）

海藻加工の作業風景
（隠岐諸島）

・漁業者等が行う外国漁船の調査・監視、安心して活動できる海域の
確保等の取組への支援

23



２．海洋状況把握（ＭＤＡ）
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○ 顕在化する海洋における脅威への対応

-外国漁船による違法操業、近隣諸国による海洋権益を巡る主張の活発化、津波等の自然災害・海洋汚染

○ 海洋環境の保全と調和した海洋の開発・利用の促進

○ 国際社会への貢献 ⇒ 「自由で開かれた平和な海洋」の維持・確保

-「海洋安全保障に関するG7外相声明」（平成28年4月）：

「海洋状況把握に必要となる情報共有と連携を促進する」

-G7茨城・つくば科学技術大臣会合「つくばコミュニケ」（平成28年5月）：

「地球規模の海洋観測の強化のためのイニシアチブに取り組むことを支援する」

我が国のＭＤＡ（海洋状況把握）の検討背景

我が国におけるMDAを巡る状況

○ ＭＤＡとは、海洋における人為的・自然的脅威に対処するための情報共有の取組

• ２００１年の米国同時多発テロを契機に安全保障政策として米国で誕生

• 関係政府機関の連携を強化して、国の防衛、安全、経済、環境に影響を与える可

能性のある海洋に関する事象を効果的に把握するもの

• 欧州では海洋環境保全など多目的な取組として発展

MDAとは
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・平成25-27年：「海洋基本計画」、「宇宙基本計画」及び「国家安全保障戦略」において、宇宙技術

の活用を含めた海洋状況把握に関する取組の推進等を規定。

・平成26-27年：総合海洋政策本部事務局、宇宙戦略室（当時）、国家安全保障局による検討会議

を累次実施。

・平成26-28年：総合海洋政策本部参与会議が、海洋状況把握（MDA）の推進に関し提言。

・平成27年10月：「我が国における海洋状況把握について」（MDAコンセプト）をとりまとめ（関係府省

等連絡調整会議）

・平成28年 7月：総合海洋政策本部において、「我が国の海洋状況把握の能力強化に向けた

取組」を決定。

・平成29年 3月： 「宇宙空間の安定的利用の確保に関する国際シンポジウム」（於東京）において、

ＭＤＡが初めて議題となり、米国をはじめ海外の政府機関等も参加。

同時に、当事務局を通し、米国MDAを所管している「米国国家海洋情報統合室

(NMIO)」と日本政府のＭＤＡ関係省庁との意見交換が実施された。

我が国のＭＤＡ（海洋状況把握）に関する取組

これまでの経緯

NMIO : National Maritime Intelligence-Integration Office 
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○ ＭＤＡの定義
我が国の海洋安全保障をはじめとする幅広い分野に資する多様な海洋関連情報を、慎重な取り

扱いを前提としつつ、効果的に集約・共有することによって、海洋の状況を効率的に把握すること。

○ ＭＤＡの目的
・海洋安全保障、海上安全上の脅威、自然災害対策等に対する迅速かつ適切な対処

・海洋情報の効果的な活用による効率的な海洋政策の推進

・国際協力・国際連携への寄与

○ 利活用分野
・海洋の安全保障

・海上安全

・自然災害対策等

・海洋環境保全

・海洋産業振興、科学技術の発展 等

○ 対象海域
・海洋安全保障及び海上安全上、重要な海域

・自然災害対策、海洋環境保全及び海洋産業

振興等に必要な海域

MDAコンセプトにおける概念整理

「我が国における海洋状況把握について 」（MＤＡコンセプト H27.10）の概要（抄）

事案発生
油流出事故
洪水・高潮
地震・津波
海賊

事案対処
油防除
救助
鎮圧

現況把握

海象情報（海流、水温）

海上気象情報（降水量、風、雲量）

船舶運航状況

海底地形情報
衛星写真

情報
集約

情報
共有

出典：NRL

出典：GEBCO

出典：NASA

出典：JPA

出典：JAXA
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 適切な情報管理のため、三層構造のシステムとする

 広範・広域性、リアルタイム性、利便性・一覧性に優れた「海洋状況表示システム」を整備

海洋安全保障に携わる一部の政府機関のみで共有する情報・システム

政府機関で共有する情報・システム

民間も利用できる情報・システム

「海洋状況表示システム」（海上保安庁で整備）

・海洋の安全保障

・自然災害対処
・産業振興
・海洋環境保全
・研究開発
・海上安全

我が国のMDA情報・システムのイメージ

1. 海洋情報の集約・共有・提供の体制整備 →「海洋状況表示システム」の整備等

2. 海洋情報の収集・取得の取組強化 →海洋観測・モニタリングの充実強化、技術開発等

3. 国際協力の推進 →国際枠組みを通じた情報共有、米国との連携等

本部決定のポイント

● ＭＤＡ体制の確立に向けた検討
⇒安全保障分野も含めたＭＤＡ施策の全体像と具体的方向性の検討

● 海洋情報を共有・提供するための体制整備
⇒海洋状況表示システムの整備・運用に着手（平成２９年度から）

● 米国等の連携・協力

本部決定を受けた今後の取組

「我が国の海洋状況把握の能力強化に向けた取組」（総合海洋政策本部決定H28.7)を受けた今後の対応
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我が国の海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化の意義

「海洋状況表示システム」

気象庁 関係府省 海洋調査研究機関海上保安庁 宇宙開発機関

海底地形 船舶通航量 海水温・水質被災状況画像
（衛星画像等）

海洋調査データ 降 水 海面水温

海洋安全保障に係る情報

（情報収集のイメージ）

波浪、海流等

広範・広域性、リアルタイム性、利便性・一覧性に優れた「海洋状況表示システム」を整備
⇒ 海洋情報の質・量の高度化
⇒ 海洋の安全保障、海上安全、自然災害対処、環境保全、産業振興等に広く貢献

・海洋安全保障

・海上安全
・自然災害対処
・産業振興
・海洋環境保全
・研究開発

海洋安全保障に係る府省

（衛星観測情報）

＜海上保安庁＞

海洋状況把握（MDA：Maritime Domain Awareness）は、関係政府機関の連携を強化し、国の防

衛、安全、経済、環境に影響を与える可能性のある海洋に関する事象を効果的に把握する取組。平

成13年の米国同時多発テロ事件を契機に米国で検討が開始され、米国、欧州で取組が先行。

参考
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３．大陸棚の延長
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（国連海洋法条約の概要）

条約では、沿岸国が海底資源の開発等主権的権利を行使できる区域は、原則として、領海基線から200海里までの区域（領海を
除く。）の海底及びその下（「大陸棚」）とされているが、その範囲は、地形・地質的条件によって、200海里以遠に延長可能。

沿岸国が、大陸棚を延長するためには、大陸棚限界委員会に対し、科学的・技術的な情報に基づく申請が必要。

大陸棚限界委員会は、申請内容を審査した上で、当該沿岸国に勧告を行う。延長が可能とされた勧告に基づき沿岸国が設定し
た延長された大陸棚の範囲は、最終的かつ拘束力を有する。

大陸棚の延長とは何か

※ 接続水域：領海基線から24海里までの領海を除く海域で、沿岸国が、領土・領海の通関上、財政上、出入国管理上（密輸入や密入国）、衛生
上の法令違反の防止等のために規制をすることが認められた水域。

※ 低潮線：干満により、海面が一番低い時に陸と接する線。

原則は、領海基線から200海里までの海底及び海底下。
地形・地質的条件を満たせば、領海基線から最大350海里ま
たは2500ｍ等深線から100海里（いずれか有利な方）まで
延長が可能。

大陸棚の
延長

大陸棚斜面脚部
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平成20年11月
大陸棚限界委員会へ申請

平成24年４月
大陸棚限界委員会から勧告

平成26年9月9日閣議決定 10月1日施行

「四国海盆海域」（SKB）及び
「沖大東海嶺南方」（ODR）に関する

延長大陸棚の範囲を定める政令の制定

政令を制定した海域

勧告が先送りされた海域（約25万㎞2）

米国との調整を行っている海域

大陸棚延長が
認められた海域
（約31万㎞2）

平成26年7月4日
『大陸棚の延長に向けた今後の
取組方針』を政府決定

我が国の大陸棚延長の状況

～現在

小笠原海台海域（ＯＧＰ）、南硫黄島海域
（ＭＩＴ）の２海域については、米国との調整
を実施中

九州・パラオ海嶺南部海域（ＫＰＲ）につい
ては早期勧告受領に向けた努力を継続中
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●委員 我が国は、第１回選挙（1997年）より委員を輩出。
歴代委員： 第１回選挙（1997年） 葉室和親 軍縮代一等書記官 （職名はいずれも当時）

第２回選挙（2002年） 玉木賢策 東大教授

第３回選挙（2007年） 玉木賢策 東大教授 （再選。2011年4月ご逝去。）

補欠選挙（2011年） 浦辺徹郎 東大教授

第４回選挙（2012年） 浦辺徹郎 東大教授 （再選。）

第５回選挙は、2017年6月12日～16日に実施予定
我が国からは、山崎俊嗣 （やまざき としつぐ）
東大大気海洋研究所教授を、我が国の候補者として指名済み（2016年12月）

●各国の申請状況： ①申請提出 ： ８２件（６５か国）
②勧 告 ： ２６件（２４か国）
③予備的情報 ： ４７件（４２か国） （2017年1月1日現在）

●国連海洋法条約に基づき設置される機関（国連海洋法条約第７６条及び付属書Ⅱ第１条）

沿岸国（条約締約国）から２００海里を超える大陸棚の設定のため提出された「大陸棚に関する情報」に
関し、科学的・技術的ガイドラインに従い審議したうえで、当該沿岸国に勧告を行う。

●CLCSは、２１名の委員により構成され、任期は５年（現委員の任期は2017年6月まで）。委員は、地質学，
地球物理学又は水路学の専門家から選任され、政府ではなく個人の資格で任務を遂行

大陸棚限界委員会（ＣＬＣＳ: Commission on the Limits of the Continental Shelf）とは

我が国のCLCS委員

大陸棚延長申請の状況

大陸棚限界委員会委員選挙について
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４．我が国の北極に関する取組
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北極圏（the Arctic）：
北緯66度33分39秒（左図青
点線）以北の地域。

北極圏国 （Arctic States）
カナダ※、デンマーク※、

フィンランド、アイスランド、
ノルウェー※、ロシア※、

スウェーデン、米国※

出典：Digital chart of the world; Institut
Geographique National francais (IGN) . 

※は、北極海沿岸国

北極圏及び北極圏国とは
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 北極海では、近年気候変動の影響で海氷域面積が減少し、夏期の海上航行が可能

となり（６月後半～１１月後半）、「北極海航路」が選択肢となりつつある。

 「北極海航路」は、スエズ運河経由の「南回り航路」と比較すると、航行距離は

約６割であり、また海賊リスクも少ない。

北極海航路
約１３，０００ｋｍ

南回り航路
約２１，０００ｋｍ

☆約6割に距離短縮

■横浜港からハンブルグ港（ドイツ）への航行距離の比較

欧州とアジアを結ぶ新たな選択肢
としての可能性が高まっている。

北極海航路

南回り航路

マラッカ海峡

スエズ運河

海賊多発海域

■北極域の海氷分布図

１９８０年代の海氷面 ２０１２年９月（観測史上最小）

北極の海氷域の変化と新航路の可能性
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米国 現議長国

フィンランド 次期議長国（2017年5月～）

アイスランド
ロシア
ノルウェー

デンマーク

スウェーデン

カナダ

（議長国は輪番制）

メンバー国（北極圏国）（８ ※固定）

国（非北極圏国）（１２）
仏，独，西，蘭，ポーランド，英，

日本，中国，インド，イタリア，シンガポール，韓国

経緯：「オタワ宣言」（１９９６年９月）に基づき，
ハイレベルの政府間協議体として設立。

目的：北極圏に係る共通の課題（持続可能な開発，
環境保護等）に関し，先住民社会等の関与を
得つつ，北極圏諸国間の協力・調和・交流を
促進する。

（注）軍事・安全保障関係は扱うべきではないことが
オタワ宣言に明記されている。

事務局： トロムソ（ノルウェー）

アリュート国際協会（ＡＩＡ）
北極圏アサバスカ評議会（AAC）
グイッチン国際評議会
イヌイット極域評議会（ＩＣＣ）
ロシア北方民族協会（RAIPON）
サーミ評議会

オブザーバー
（ＡＣが自らの活動に貢献できる国等を決定）

政府間・地域間・議員間組織（９）
（国連開発計画（ＵＮＤＰ），国連環境計画（ＵＮＥＰ）等）

ＮＧＯ・団体（１１）
（北方評議会（Northern Forum），ＷＷＦ等）

北極評議会

各種決定は，加盟国のコンセンサスによる。
常時参加者（６）（※上限７）

北極圏諸国に居住する先住民団体

決定権はないが，各種会議に積極的
に参加し、一定の影響力を持つ。

各種会合：
（１）閣僚会合

隔年開催。前回（第９回）会合は２０１５年４月にカナダ・イカルイトで開催。
次回は２０１７年５月１１日にアメリカ・フェアバンクスで開催予定。

（２）副大臣会合
２０１０年５月に初会合開催，閣僚会合が行われない年に隔年開催
（２０１４年は開催されなかった。）

（３）高級北極実務者（ＳＡＯ）会合
最低年２回，議長国の呼びかけにより開催。次回は、２０１７年３月７～９日
にアメリカ・ジュノーで開催予定。

（４）分野別作業部会
現在，６部会が活動中（汚染対策，監視・評価，動植物保護，緊急事態予
防・準備・対応，海洋環境保護，持続可能な開発）。

※我が国からは、白石北極担当大使が各会合にオブザーバー参加している。

【オブザーバーの役割】

オブザーバーはＡＣの会合に参加するほか、主に作業部会で
の活動に貢献。メンバー国や常時参加者を通じて、具体的プロ
ジェクトを提案することも可能。

北極の国際的枠組み：北極評議会（Ａrctic Ｃouncil）の概要
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「我が国の北極政策」（平成27年10月16日「総合海洋政策本部」決定）

【政府の具体的な取組（３本柱）】

①研究開発
 グローバルな政策判断・課題解決に資する北極域研究の強化
 観測・解析体制の強化と最先端の観測機器等の開発
 国内の研究拠点のネットワーク形成
 北極圏国における研究・観測拠点の整備
 北極域研究船の検討 等

②国際協力
 科学的知見の発信と国際ルール形成への貢献
 北極評議会の活動に対する一層の貢献
 北極圏国等との二国間、多国間での協力の拡大 等

③持続的な利用
 北極海航路の利活用に向けた環境整備
 資源開発（鉱物資源、生物資源） 等

第１４回総合海洋政策本部会合
（平成２７年１０月１６日）

「我が国の北極政策」について
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北極研究開発予算

実施体制

代表機関
国立極地研究所

副代表機関
北海道大学

副代表機関

JAMSTEC

〈参画機関〉

・国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）

・東京大学 ・富山大学 ・北見工業大学

・東北大学 ・神戸大学 ・名古屋大学

・東京海洋大学

北極域研究推進プロジェクト（ArCSプロジェクト） ８．２億円（７．６億円）

北極域における環境変動と地球全体へ及ぼす影響の包括的な把握や精緻な予測を行うことにより、社会・経済的影響
を明らかにし、適切な判断や課題解決のための情報を内外のステークホルダーに伝えることを目的として、以下の取
組を推進。

平成２９年度予算額：１０．２億円（９．２億円）

＜国際連携拠点の整備＞
アメリカ、カナダ、ロシア、ノルウェー、デンマークにおける国際連携拠点の整

備によって、有益な研究成果を創出。

＜国際共同研究の推進＞
北極域における喫緊の課題であり、国際的な関心も高い「永久凍土の融解及びメ

タン放出に関する研究」「文理連携による社会活動変化の将来予測」を新たに実
施。

 ArCS、ノルウェー気象研究所、スバールバル統合観測システム（SIOS）が保有す
る実データ共有システムを開発し、観測データの共有化を促進。

＜若手研究者等の育成＞
海外研究機関等への若手研究者派遣等を行い、領域横断的素養を持つ課題解決型

人材を育成。

＜先進的北極域観測技術の開発＞

海氷下でも自律航行や観測が可能な自律型無人探査機（AUV）等の要素技術開発を実施。

＜北極域研究船の調査検討＞

北極域研究船に係る調査検討を実施。

先進的北極域観測技術の開発等【JAMSTEC】 ２．０億円（１．６億円）
最新鋭の海洋観測設備を有し氷海航行が可能な北極域研究船の建造や氷海ブイの開発
などにより、北極海における総合的観測システムを構築

海氷下を含む北極海観測システムのイメージ

「我が国の北極政策」に基づく取組状況について ①研究開発
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北極に関する科学技術大臣会合
日 時：２０１６年９月２８日（水）

場 所：米国・ワシントンＤＣ

主 催：米国ホワイトハウス

参加国等：北極評議会メンバー８カ国、日本を含めたその他の１４カ国、

ＥＵ、先住民団体６団体

テ ー マ：

① 北極を取り巻く課題とその地域的・全球的影響

② 北極観測と観測データ共有の強化

③ 北極地域の強靭性と世界的な取組のための北極の科学的理解の促進

④ 北極科学を活かしたＳＴＥＭ教育（理数科教育）による市民のエンパワーメント

概 要：

北極研究・科学の国際協力を強化、政策決定への活用を目的に開催。我が国から出席した松本洋平内閣府副大臣

（海洋政策担当）は、長年にわたる我が国の北極観測・研究の成果、昨年度開始の「北極域研究推進プロジェクト

(ArCS)」について紹介、各国が観測を強化、得られた知見を共有し一致団結して北極問題へ対応すべきと主張。

本会合の成果として、共同声明が発表された。次回は、２０１８年にＥＵが主催予定。

共同声明概要

 北極の気候及び環境システムの急速な変化の原因と結果の理解を深めるために国際協力を強化する

 北極と地球システムの観測、モデル、予測、技術開発、データへのオープンアクセスを強化する

 北極の変化が北極以外の地域の異常気象や気候変動に与える影響についての研究を強化する

 北極研究・観測にあたっては先住民・先住民コミュニティの知見・ノウハウを活用し、政策決定に活かす

 ＳＴＥＭ教育（理数科教育）を通じた北極科学を促進する

会合参加者の写真（提供：ホワイトハウス）

「我が国の北極政策」に基づく取組状況について ②国際協力（１）
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次期北極評議会議長国のフィンランドとの協力について

平成２８年３月、日・フィンランド首脳会談で、安倍総理とニーニスト・フィンランド大統領は、北極に関する協力を

強化することで一致

日・フィンランド首脳会談（平成２８年３月１０日）

島尻海洋政策担当大臣とレーン・フィンランド経済大臣との会談（平成２８年５月１８日）

島尻大臣から日本の北極政策の取組を説明し、当該分野で日・フィンランドが協力を進めていくことで、レーン経済大

臣を一致した。フィンランド側のビジネスミッション（Arctia社、ICEYE社、バルチラ社、フィンランド航空）より、

フィンランドが有する北極圏における知見や技術の紹介が行われた。

松本海洋政策担当副大臣とリッポネン・フィンランド共和国元首相との会談（平成２８年１０月７日）

松本副大臣は、日フィンランド首脳会談のフォローアップとして、北極政策の分野の協力を進めていきたいと述べた。

リッポネン元首相は、同首脳会談を契機に新しいステージに入った両国の友好関係を更に推進していきたいと述べ、また、

北極海を経由してアジアと欧州を結ぶ海底通信ケーブル敷設の構想を説明した。

務台海洋政策担当政務官とベルネル運輸通信大臣との会談（平成２８年１１月１４日）

務台政務官は、フィンランドとの研究協力について説明し、北極評議会（ＡＣ）の次期議長国であるフィンランドとの

協力を深めていきたいと述べた。ベルネル大臣からは、日本のＡＣへの貢献、フィンランド気象研究所（ＦＭＩ）と日本

の極地研究所の協力が成功裏に進んでいるとし、日フィンランド間の協力を更に推進していきたいと述べた。また、北極

海底通信ケーブル、船舶の自動航行構想等を説明した。

「我が国の北極政策」に基づく取組状況について ②国際協力（２）
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北極海航路に係る官民連携協議会

主催：国土交通省

概要：海運事業者、荷主、行政機関等が集まり、情報等の共有を図るなど、北極海航路の利活用促進

に資することを目的として設置された会議。これまで、６回会合が開催され、国土交通省等関係省庁

より北極海航路の利用の現況等に関する情報提供、ノルウェーの研究所（ＣＨＮＬ）等から有識者を

招き、北極に関する講演がなされている。

北極公海における漁業資源について

地球温暖化等の影響により、従来、そのほとんどが氷に閉ざされていた北極海中央の公海海域では、

近年、特に夏場の海氷面積が縮小している状況。なお、現時点では、漁業資源の存在が明らかでなく、

我が国を含め操業は行われていない。

このような状況を踏まえ、平成２７年７月、北極海沿岸５ヶ国（米国、カナダ、ロシア、ノルウェー

及びデンマーク（ｸﾞﾘｰﾝﾗﾝﾄﾞ））により、同海域において、①国際的な枠組みが設立されるまで無規制

な漁業を防止すること、②漁業資源の存在等を確認するための合同科学調査計画を設立すること等を

内容とするオスロ宣言が行われた。

平成２７年１２月以降、米国の主導により、北極沿岸５ヶ国及び我が国等主要漁業国・地域（日本、

中国、韓国、アイスランド、ＥＵ）が参加した協議が開始され、我が国から外務省及び水産庁が参加

している。

「我が国の北極政策」に基づく取組状況について ③持続的な利用
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 ヤマルLNG（ノバテク（ロシア）60％、TOTAL（フランス）20％、CNPC（中国）20％）がロ

シア・ヤマル半島にLNGプラントを建設・操業し、北極海航路等を活用し、欧州やアジア向

けにLNGを輸送・販売するプロジェクト。

 年間16.5百万トンの供給能力を有しており、2018年操業開始予定。

 当該プロジェクトのLNG輸送には、ソブコムフロット（ロシア）・ティーケイ（カナダ）・

商船三井の3社が砕氷LNG船を投入する予定。

 当該プロジェクトのプラント建設には、テクニップ（フランス）・日揮・千代田化工建設

のジョイントベンチャー（ヤムガズ（Yamgaz））が参入。

＜運航船＞＜運航計画＞

出所：商船三井ＨＰ

出所：商船三井ＨＰ
・計15隻のうち、商船三井は3隻造船
・2016年5月に建造を韓国・大宇造船海洋（株）オクポ造船所にて開始
・2017年後半には商船三井1番船が竣工予定
・主要寸法 ：全長 299m、幅 50m

ヤマルＬＮＧプロジェクトの動向
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５．平成28年度参与会議意見書の概要
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平成２８年度総合海洋政策本部参与会議意見書について①

意見書の主な項目

１．新海洋産業振興・創出について

２．海域の利用の促進等の在り方について

３．海洋観測強化について

４．総合的な沿岸域の環境管理の在り方について

５．次期海洋基本計画の策定に当たっての基本的な考え方について

45

上記意見書は、３月6日の参与会議でとりまとめられ、宮原座長から、16日に松本純海洋政策
担当大臣に、30日に安倍晋三内閣総理大臣に対して、それぞれ提出された。



① 新海洋産業振興・創出
海洋の開発および利用の促進のため、海洋資
源開発や海洋再生可能エネルギーなど、新しい
海洋産業のあり方について検討

② 海域の利用の促進等の在り方
海洋権益の確保等のために、海域利用の効率的、
効果的なあり方について、主として法的側面から検
討

・海洋資源開発の促進
→メタンハイドレード及び海底熱水鉱床の商業
化に向けたロードマップの策定

・海洋産業の育成策
→資源開発会社とものづくり・関連サービス企業
との間のコミュニケーションを拡大、深化するた
め、「海洋資源技術に関するプラットフォーム」
の創設

・環境対策・海洋再生可能エネルギー利用推進策
→洋上風力発電の一般海域利用ルールの整備
の必要性、CCS（二酸化炭素回収・貯留）技術

の実用化促進・国際展開の必要性

主な提言

・我が国海域における水産業
→資源管理における二国間・多国間の枠組みの活用

及び外国漁船の取締等

・我が国海域における海洋資源開発
→海洋調査、観測の強化の必要性及び海洋環境の
保全とのバランス等

・EEZにおける 規制について
→国際法及び国内法との整合性、近隣諸国との関係
性

・海洋における新たな動きへの対応
→海洋環境保全における環境影響評価の在り方等

・海洋における安全の確保、海洋の安全保障
→海洋の安全保障の検討にあたり持つべき意識、検
討項目の優先性、重要度

主な提言

平成２８年度総合海洋政策本部参与会議意見書について②
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③ 海洋観測強化

基盤的な海洋観測網の維持・強化、観測分野
における海洋・宇宙の連携及び海洋状況把握
（MDA）のための海洋観測のあり方等について
検討

・基盤的な海洋観測の維持・強化
→既存の競争的資金制度の積極活用、UUV（無
人潜水調査機）等の新技術導入推進等

・海洋観測分野における宇宙との連携
→宇宙政策との連携推進、水循環変動観測衛
星（GCOM-W）等の衛星機能の継続等

・ MDAのための海洋観測のあり方
→海洋観測が安全保障に寄与しているとの認識
共有、海洋予測技術の開発促進など

・ その他
→研究者の国際観測プロジェクトへの参画や海
洋観測情報の共有に対するインセンティブ付
与 など

④総合的な沿岸域の環境管理の
在り方

沿岸域の保全と再生を図るため、陸域・海域を
一体的に捉えた総合的な管理方策を検討

・「沿岸域の総合的管理」に関する施策のうち、地域
における取組の促進を目的とする施策（「総合的な
沿岸域の環境管理に取り組んでいる各地域の事
例）を中心としたフォローアップ

→総合的な沿岸域のための基本的方向（活動の
中心となる組織）

→総合的な管理を扱う協議会の在り方（協議会の
構成、協議会の活動と成果の評価）及び協議会
活動の維持・拡大方策

→行政組織（国や地方自治体）が果たすべき役割

主な提言 主な提言

平成２８年度総合海洋政策本部参与会議意見書について③
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次期基本計画策定に当たって考慮すべき事項

海洋安全保障小委員会 海洋産業利用PT 海洋環境PT 海洋人材育成等PT

参与会議
次期基本計画の検討体制

・海洋の安全保障 ・海洋の産業利用の促進
・海洋環境の維持・保全 ・海洋人材の育成等

・その他（海洋観測、海洋科学技術、国際連携・国際協力、北極政策 等）

主要テーマ候補

次期基本計画策定に当たっての基本的な考え方

現行の海洋基本計画は、平成29年度末で計画期間の5年を経過するため、今後政府において次期基本計画

の策定が行われる予定。参与会議では、これに先立ち、計画に規定されるべき海洋政策の重要事項等につい

て審議し、意見を述べる。また、昨今の海洋をめぐる情勢を踏まえ、主要テーマ候補を選定すると次のとおり。

○海洋に親しみ易い内容を盛り込み、分かり易い記述とする。計画の構成も、主要テーマに沿って、分かり易い

ものとする。

○現行計画に関する評価を盛り込み、また、計画期間の5年を超えた例えば10年先といった長期的視点や、普

遍的な理念・方向性にも留意する。

○計画に定める施策については、具体的な目標を設定。

平成２８年度総合海洋政策本部参与会議意見書について④
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６．次期海洋基本計画の策定に向けて
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３月１６日 参与会議において「28年度意見書」をとりまとめ
→次期海洋基本計画策定に向けた基本的な考え方を提言

３月２２日 松本海洋政策担当大臣（総合海洋政策本部副本部長）へ
宮原座長より「意見書」を手交

３月３０日 安倍総理（総合海洋政策本部長）へ宮原座長より
「意見書」を手交

４月 ４日 総合海洋政策本部幹事会

４月 ７日 第16回総合海洋政策本部
・次期海洋基本計画の策定について（総理指示）
・有人国境離島に係る基本的な方針について（了承）
・無人国境離島の国有財産化（報告）

４月１９日 参与会議
・次期海洋基本計画に向けた審議体制の設置
基本計画委員会（第１回）

次期海洋基本計画策定に向けたこれまでの動き
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総理ご発言

○次期海洋基本計画の策定について
○「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の

維持に関する基本的な方針」の策定について
○無主の離島の国有財産としての登録等の報告について
○低潮線保全基本計画に基づき平成28年度に実施した主な取組の報告について

第１６回 総合海洋政策本部会合（平成２９年４月７日）

○本日、次期 海洋基本計画の策定に向けた検討を始めることとしました。

○海洋基本法 制定から10年が経ちます。周辺海域での外国公船等の領海侵入など、我が国の海洋を巡る情勢

は一層厳しさを増しています。我が国が、海洋国家として、平和と安全、海洋権益を守り、「開かれ安定した海

洋」を維持・発展させていくためには、時代や環境の変化に目を凝らしながら、固い決意をもって、長期的、体系

的な対策を講じて いかなければなりません。

○次期海洋基本計画では、「海洋の安全保障」を幅広く捉えて取り上げ、領海警備、治安の確保、災害対策等の

課題への取組を強化していきます。海上保安体制の強化はもとより、様々な脅威・リスクの早期察知に資する

「海洋 状況 把握」(ＭＤＡ)体制の確立や、国境離島の保全・管理に万全を期してまいります。

○エネルギー・資源の安定供給を確保するため、メタンハイドレートなどの海洋資源開発の商業化に向けて取り組

むとともに、海洋環境の保全や人材育成等に取り組みます。

○各閣僚は、こうした課題について、連携して、具体的な検討を進めてください。

○本日は、「有人国境離島法に基づく基本方針」を了承しました。各閣僚は、この方針に基づき、当該離島地域で

「転入」が「転出」を上回るよう、連携して、効果的な施策を講じてください。

主な議題
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１．概要・趣旨

 現行の第２期海洋基本計画は、平成25年4月に策定され、これに基づき総合的な海洋政策
を実施中のところ、29年度末で5年を経過する。海洋基本法第16条第5項では、「おおむね5
年ごとに、海洋基本計画の見直しを行い、必要な変更を加える」こととされている。

 このため、昨今の海洋をめぐる情勢・環境の変化等を的確に勘案しつつ、次期（第３期）海
洋基本計画の策定に取り組むこととする。

２．検討経緯と今後の進め方

 総合海洋政策本部参与会議は、先頃次期海洋基本計画の策定に向けた論点整理等の議
論をとりまとめ、「意見書」が本部長（内閣総理大臣）へ提出されたところ。

 同意見書では、「海洋の安全保障」、「海洋の産業利用の促進」をはじめ次期基本計画にお
ける主要なテーマ等が提言されているが、昨今の情勢等に鑑みれば、時宜を得たものであ
ると考えられるところ。

 政府としては、４月以降本格化される参与会議の審議に適切に対応するとともに、参与会
議が今秋にも予定している次期基本計画の基本的事項に関する提言を踏まえ、関係省庁
の連携・協力のもと、速やかに次期海洋基本計画案を作成する。

 来春を目途に次期海洋基本計画を閣議決定することを目指す。

（出典：第１６回総合海洋政策本部会合資料）

次期海洋基本計画の策定について（総合海洋政策本部決定）（抄）
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総合海洋政策本部参与会議の構成について（平成２９年度）

【概要】

○「参与会議」は、海洋政策の重要事項について審議し、総合海洋政策本部長（内閣総理大臣）に意見を
述べるため、総合海洋政策本部令に基づき設置。

○ 海洋基本計画（平成２５年４月２６日閣議決定）に基づき、平成２９年３月１６日以降に、平成２８
年度の意見書をとりまとめ、総理に提出。

○ 平成２９年４月以降の第３期海洋基本計画検討に当たり、日本財団尾形理事長も参与会議に参加。

参与等一覧（任期：H28.5.24～H30.5.23）

宮原 耕治 参与（座長）
日本経済団体連合会

前副会長
＜海洋全般＞

佐藤 愼司 参与
東京大学大学院教授

＜海洋環境＞

髙島 正之 参与
（座長代理）

(同)TMCコンサルティング代表

＜海洋資源開発＞

兼原 敦子 参与
上智大学法学部教授

＜国際法＞

前田 裕子 参与
(国研)海洋研究開発機構監事

(株)セルバンク取締役

＜海洋科学技術＞

鷲尾 圭司 参与
(国研）水産研究・教育機構理事

（水産大学校代表）

＜水産＞

浦 環 参与

九州工業大学
社会ロボット具現化センター長

＜海洋工学＞

水本 伸子 参与
（株）IHI常務執行役員

調達企画本部長

＜海洋産業＞

古庄 幸一 参与
元海上幕僚長
＜海洋安全＞

大和 裕幸 参与
（国研）海上・港湾・航空技術研究所

理事長

＜海洋産業＞

新産業PT
主査座長

海洋の安全保障
小委員会委員長

海洋環境
PT主査

海洋人材
PT主査

尾形 武寿
日本財団 理事長
＜海洋人材・環境＞

（４月以降参加）
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主要テーマに関する検討体制

基本計画委員会
（主要テーマ等検討委員会）

平成28年度参与会議意見書５．「次期海洋基計画策定に当たっての基本的な考え方につい
て」を踏まえ、政府において次期海洋基本計画が策定されるにあたり、当該計画に規定される
べき海洋政策に係る重要事項等について審議し、取りまとめた結果を参与会議に報告する。

①海洋の安全保障
小委員会

②海洋の産業利用
の促進PT

③海洋環境の
維持・保全PT

④海洋人材の
育成等PT

参与会議

・全体の議論
（次期計画案に関する意見とりまとめ）等

[主査]
髙島参与

[小委員長]
兼原参与

[主査]
鷲尾参与

[主査]
大和参与

[委員長] 宮原座長
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ＥＥＺ等の開発等の推進、海洋の安全の確保
・中国の海洋進出の急進化、東シナ海等での我が国領域
への中国公船等の活動常態化と海保庁等の態勢増強

・小笠原周辺海域における中国珊瑚船事案
・比中間の南シナ海問題に係る仲裁裁判所の裁定
・ＥＥＺ等海域管理に関する法制議論
・我が国の大陸棚延長（政令制定）、大陸棚開発・利用促進
への意識の醸成
・南海トラフ巨大地震等への意識の高まり

海洋資源の開発・利用促進、産業振興
・エネルギー価格低迷、シェールガス等の実用化
・久米島沖の有望な海底熱水鉱床の存在確認
・メタンハイドレート中長期産出試験の実施
・浮体式等風力発電施設の実証研究実施
・北西太平洋における特定魚種資源の枯渇懸念

海上輸送の確保、海洋産業振興及び国際競争力強化
・世界的な海運荷動き鈍化や運賃・用船料の低迷傾向
・世界的な新造船市場（受注）低迷等

海洋調査の推進、海洋科学技術に関する研究開発推進
・ＭＤＡ、海洋観測調査・研究等における宇宙技術の活用、
宇宙施策との連携

・海底広域研究船「かいめい」の竣工
海洋環境の保全等
・生物多様性に対する関心の高まり、新たな国際取り決
めに向けた動きの活発化

海洋に関する国民の理解の増進等
・海洋人材育成、海洋教育充実等への意識の高まり

国際的な連携及び国際協力等
・北極海に係る関係諸国の調査・研究活動推進と国際的な
連携・枠組みの動き、我が国初となる北極政策の決定。 等

次期海洋計画策定に向けて

次期計画策定に向け考慮すべき社会情勢等の変化（例）

○主要テーマの絞りこみと次年度の検討体制構築
○主要テーマに沿った計画内容の一本化、大括り化
○総論部分に海洋の潜在力、可能性を盛り込み、身近で分りやすく、親しみやすいものに
○現行計画の評価、講ずべき施策について具体的な目標（数値基準、定性的な目標等）の設定

次期計画策定に当たっての基本的な考え方

第３０回参与会議
資料４－２抜粋

米国大統領交代（H29.1）に伴う影響
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１．海洋の開発及び利用と海洋環境の保全との調和
○海洋資源の開発及び利用と海洋環境の保全との調和
 「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」改定
・メタンハイドレート、海底熱水鉱床について、平成30年代後半に民間の主導する
商業化プロジェクト開始に向け、技術開発を実施

・レアアースを平成25年度以降３年間で概略資源量・賦存状況調査を実施
 風力発電等の海洋再生可能エネルギーの普及のため実証フィールドの整備など

政策支援
・福島や長崎での実証研究
・海域利用ルール明確化や漁業協調型利用メニューの作成等
 水産資源の開発及び利用
・資源管理指針・資源管理計画等に基づく水産資源の適切な管理等を全国的に推進

○海洋環境の保全等
・生態学的・生物的に重要な海域の平成25年度までの抽出、海洋保護区設定の推進

２．海洋の安全の確保
・周辺海域における広域的な常時監視体制、遠方・重大事案への対応体制の強化
・日本船籍への民間武装警備員乗船に向けた取組

３．科学的知見の充実
○海洋科学技術に関する研究開発の推進等
・自然災害対応等の重要課題の研究開発 ・衛星情報の一層の活用等宇宙の活用

○海洋調査の推進

１．施策を効果的に推進するための総合海洋政策本部の見直し
①各施策の工程表の作成と計画的な実施、 ②総合的な戦略の策定と実施、 ③必要となる法制度の整備、 ④実施状況等の評価に基づく効果的な施策推進

○参与会議における検討体制の充実
・施策のフォローアップ及び評価 ・情勢変化等も踏まえ、重要施策を重点検討 ・参与以外の幅広い関係者の参画を得て、テーマごとに集中的に評価・検討

○事務局機能の充実
・民間や関係機関から出向等した職員が中心となって特定の重要課題を総合調整

２．関係者の責務及び相互の連携
３．施策に関する情報の積極的な公表

第１部、第２部 海洋に関する施策についての基本的方針及び具体施策

総論 海洋立国日本の目指すべき姿

①国際協調と国際社会への貢献
②海洋の開発・利用による

富と繁栄
③「海に守られた国」から

「海を守る国」へ
④未踏のフロンティアへの挑戦

４．海洋産業の健全な発展
○海洋産業の振興及び国際競争力の強化
 新たな海洋産業の創出
・浮体式LNG生産貯蔵積出施設等、国際競争力ある資源開発関連産業の戦略的育成
 水産基本計画に基づく水産施策の着実な実施
 海運・造船業、水産業の経営基盤の強化
○安定的な海上輸送の確保

５．海洋の総合的管理
○EEZ等の開発の推進
・遠隔離島（南鳥島、沖ノ鳥島）活動拠点の整備
・EEZ等の管理のための方針の策定、包括的な法体系の整備

○沿岸域の総合的管理
・沿岸域の総合的管理の推進や海面利用調整ルールづくり

○離島の保全等
・離島の保全及び振興 ・国境離島の管理と特別の措置について検討

６．海洋に関する国際的協調
・IMO等での国際基準等の策定に主体的に参画等、海洋の秩序形成・発展への貢献
・海賊対策等における海洋に関する国際的連携 ・海洋に関する国際協力

７．海洋教育の充実及び海洋に関する理解の増進
・地域の産官学のネットワーク等による地域の特性を活かした人材育成

第３部 海洋に関する施策を推進するために必要な事項

現行の第二期海洋基本計画の概要
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７．海洋関連予算の概要
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平成2９年度予算 平成28年度予算 増減（前年比％）

内閣府（総合海洋政策） 52 1 51（4796.8%）

内閣府（SIP） （500の内数）※1 （500の内数）※1 －

総務省 4 4 △0（ △1.1%）

法務省 （170の内数）※2 （149の内数）※2 －

外務省 ４ 5 △1（△13.0%）

文部科学省 438 451 △13（ △2.9%）

農林水産省 1,572 1,678 △106（ △6.3%）

経済産業省 448 523 △75（△14.3%）

国土交通省 2,907 2,586 322（ 12.4%）

環境省 115 163 △48（△29.4%）

合計（防衛省※4除く） 5,541※3 5,410※3 130（ 2.4%）

平成29年度海洋関連予算：5,541億円（防衛省除く）
（単位：億円）

※１ 総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）により配分額を決定。
※２ 海洋政策予算額が特定できない施策の合計。海洋関連予算はこれらの内数となる。全体の合計には含まない。
※３ 端数処理（四捨五入）のため、表中の数値の合計は一致しない。
※４ 後年度負担金が含まれているため、防衛省は別集計とした。

全体に係る留意点
・ 内数として海洋政策予算額が特定できない施策を含まない。
・ 復興庁計上予算のうち、省庁執行分は表に含める。

防衛省※4 2,607 4,381
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○国内石油天然ガスに係る地質調査・メタンハイドレートの研究開発等委託費
（経済産業省） 242億円（H28予算：296億円）

○海洋鉱物資源の基礎調査等 （経済産業省） 113億円（H28予算：102億円）
○海洋資源調査研究の戦略的推進（文部科学省） 8億円（H28予算：8億円）
○海洋産業の戦略的強化のための総合対策（海事生産性革命の一部）（国土交通省）

9億円（H28予算：7億円）

○北極海航路の利活用の検討等（外務省・文科省・国土交通省）
0.2億円（H28予算：0.2億円）

○船員の確保・育成のための総合対策の推進等（国土交通省）
77億円（H28予算：77億円）

○国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速（国土交通省）766億円（H28予算：747億円）

○資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた効率的な海上輸送網
の形成（国土交通省） 2,339億円の内数（H28予算：2,336億円の内数）

平成29年度海洋関連施策の概要①

４．海上輸送の確保

５．海洋の安全の確保

１．海洋資源の開発及び利用の推進

２．海洋環境の保全等

○大陸棚の限界設定に向けた対応（内閣府・外務省） 0.3億円（H28予算：0.2億円）
○我が国領海及び排他的経済水域における海洋調査の推進（国土交通省）

35億円（H28予算：15億円）
○排他的経済水域における漁場整備の推進（農林水産省）

27億円（H28予算：27億円）
○低潮線の保全の推進（国土交通省） 0.7億円（H28予算：0.7億円）

３．排他的経済水域等の開発等の推進

○気候変動観測・監視・対策業務（国土交通省） 11億円（H28予算：10億円）
○漂流・漂着・海底ごみに係る削減方策総合検討事業（環境省）

1.3億円（H28予算：0.8億円）
○海洋における放射能モニタリング（環境省） 25億円（H28予算：25億円）

○洋上風力発電の実現に向けた技術開発・実証研究等（内閣府・経済産業省・国土交
通省・環境省） 117億円（H28予算： 135億円）

○波力、潮流等を活用した発電技術研究開発及び安全・環境対策（内閣府・経済産業
省・環境省） 18億円の内数（H28予算： 19億円）

海洋再生可能エネルギーの利用推進

海洋エネルギー・鉱物資源の開発の推進

○海上防衛力の維持・整備等（防衛省）1,541億円 H33年度までの後年度負担額を含む
（H28予算：3,686億円 H33年度までの後年度負担額を含む）

○重大な事案に対する海上保安体制の強化（国土交通省）222億円（新規）
○国民の安全・安心の確保に対応する海上保安体制の整備（国土交通省）

341億円（H28予算：323億円）
○ソマリア沖・アデン湾における海賊対策（外務省・国土交通省・防衛省）

51億円（H28予算： 40億円）
○マラッカ・シンガポール海峡における海賊対策（外務省・国土交通省）

1億円（H28予算： 1億円）

水産資源の開発及び利用

○水産環境整備事業（農林水産省） 104億円（H28予算：107億円）
○資源管理・資源調査の強化（農林水産省） 45億円（H28予算：38億円）

環境負荷の低減

○地球規模生物多様性モニタリング推進事業等（環境省）
2億円の内数（H28予算：3億円の内数）

海洋の安全保障や治安の確保

海上交通における安全対策

○一元的な海上交通管制の構築等（国土交通省） 55億円（H28予算：50億円）
○海洋及び沿岸域の水路測量、海象観測等（国土交通省） 3億円（H28予算：4億円）

海洋由来の自然災害への防災体制の強化

生物多様性の確保等

○地震防災研究戦略プロジェクト（文部科学省） 7億円（H28予算：12億円）
○港湾の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（国土交通省）

2,339億円の内数（H28予算：2,336億円の内数）

○海岸の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省・国土交
通省） 423億円の内数（H28予算：441億円の内数）
○漁港の耐震化、津波対策等による事前防災・減災対策の推進（農林水産省）

829億円の内数（H28予算：926億円の内数）

○我が国領海及び排他的経済水域における海洋調査の推進（国土交通省）＜再掲＞
35億円（H28予算：15億円）

○海洋情報の収集・管理・提供業務の推進（我が国の海洋状況把握（MDA）の能力強化
に向けた取組を含む）（国土交通省） 1億円（H28予算：1億円）

６．海洋調査の推進
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○ソマリア沖・アデン湾、マラッカ・シンガポール海峡における海賊対策・安全確保に関す
る国際協力

（外務省・国土交通省） 1億円（H28予算： 1億円）
（国土交通省・防衛省） 51億円（H28予算： 40億円） ＜再掲＞

○法の支配に基づく海洋秩序維持のための支援
（外務省） 0.1億円（H28予算： 0.1億円）
（国土交通省） 1億円（H28予算： 1億円）

○海洋開発人材の育成（国土交通省） 2億円 （H28予算：2億円）
○海事・水産分野における人材育成

（国土交通省） 5億円（H28予算：5億円）
（農林水産省） 10億円（H28予算：6億円）

○海洋教育の推進（国土交通省） 0.1億円（新規）

10．離島の保全等

11．国際的な連携の確保及び国際協力の推進

12．海洋に関する国民の理解の増進と人材育成

７．海洋科学技術に関する研究開発の推進等

８．海洋産業の振興及び国際競争力の強化

○海洋に流入する汚濁負荷の下水道による削減(国土交通省）
社会資本整備総合交付金 8,940億円の内数（H28予算： 8,983億円の内数）

○総合的な土砂管理の推進（国土交通省）
8,009億円の内数（H28予算： 8,006億円の内数）

○海岸漂着物等地域対策推進事業（環境省） 4億円（H28予算： 4億円）
○閉鎖性海域での沿岸域管理の推進（農林水産省・国土交通省・環境省）

3億円（H28予算：3億円）

９．沿岸域の総合的管理

経営基盤の強化

○船舶の建造・運航における生産性向上（国土交通省） 5億円（H28予算：1億円）

新たな海洋産業の創出

国として取り組むべき重要課題に対する研究開発の推進

宇宙を活用した施策の推進

離島の振興

離島の保全・管理

平成29年度海洋関連施策の概要②

○次世代海洋資源調査技術 （戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の一部）（内閣
府） 500億円の内数（H28予算： 500億円の内数）

○レジリエントな防災・減災機能の強化（戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の一
部）（内閣府） 500億円の内数（H28予算： 500億円の内数）

○国土強靱化に向けた海底広域変動観測（文部科学省） 121億円（H28予算：114億円）
○統合的海洋観測網の構築（文部科学省） 31億円（H28予算：29億円）
○気候変動の予測・適応に関する技術開発（文部科学省） 14億円（H28予算：15億円）
○北極域研究の戦略的推進（文部科学省） 10億円（H28予算：9億円）

○漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（農林水産省）188億円（H28予算：231億円）

○温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT)シリーズによる地球環境観測事業等
（環境省） 46億円（H28予算：44億円）

○低潮線の保全の推進（国土交通省）＜再掲＞ 0.7億円（H28予算：0.7億円）
○離島における安全確保や観測活動の実施（国土交通省） 4億円（H28予算：5億円）
○国境の警戒監視体制の整備等（防衛省）712億円※H31年度までの後年度負担額を含む

（H28予算：253億円 ※H30年度までの後年度負担額を含む）

○重大な事案に対する海上保安体制の強化（国土交通省）＜再掲＞ 222億円（新規）
○国民の安全・安心の確保に対応する海上保安体制の整備（国土交通省）＜再掲＞

342億円（H28予算：323億円）
○特定離島における活動拠点の整備・管理（国土交通省） 108億円（H28予算：103億円）
○沖ノ鳥島の管理・保全の充実（国土交通省）

8,009億円の内数（H28予算：8,006億円の内数）

○離島の活性化に対する支援等の離島の振興（国土交通省）
470億円（H28予算：481億円）

○奄美群島及び小笠原諸島の振興開発（国土交通省） 227億円 （H28予算：237億円）
○特定有人国境離島地域の地域社会の維持等（内閣府） 50.4億円（新規）
○離島漁業再生等に対する支援（農林水産省） 15億円（H28予算：12億円）

海洋関連予算の合計額
H２９年度予算：５，５４１億円（防衛省除く）、 ２，６０７億円（防衛省）

H２８予算 ： ５，４１０億円（防衛省除く）、 ４，３８１億円（防衛省）

【注】 内数として額が特定できない施策分の金額は合計額に含まない。
後年度負担金が含まれているため、防衛省は別集計とした。
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８．事務局の体制
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総合海洋政策本部事務局の内閣府への移管（H29年4月）

内閣官房総合海洋政策本部事務局は、本年4月1日に内閣府に移管され、「総合海洋政策推進事務局」

として、総合海洋政策本部の事務局機能を担うとともに、新たにいわゆる「有人国境離島法」に

関する事務を所掌している。なお、総合海洋政策本部は、引き続き内閣に置かれている。

② 事務局機能の内閣府への移管の決定 （内閣官房等スリム化法）

「内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律」（H27年法律

第66号）により、総合海洋政策の推進に関する事務が内閣官房から内閣府に移管され、内閣府に特別の機関として「総合海洋

政策推進事務局」が設置されることとなり、（注）以降、同事務局は内閣府の組織として、引き続き、内閣の総合海洋政策本部の

事務局機能を担うこととされた。

（注） 「内閣官房等スリム化法」による「内閣府設置法」の改正 （同設置法第41条の3の追加及び第40条第1項改正）

③ 上記の内閣府設置法の改正の施行日は、最終的に、H29年4月1日とされた。

○ 「有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」（H28年法律第33号）

附則で、②の「内閣官房等スリム化法」が一部改正され、「内閣府設置法」の改正の当初の施行日（H30年4月1日）が、H29年4

月1日とされた。

○ また、この有人国境離島法の成立・施行により、同法の施行事務が、総合海洋政策推進事務局の所掌する事務に新たに追
加されることとなった。

① 内閣官房 総合海洋政策本部事務局の設置 H19年7月

海洋基本法に基づく総合海洋政策本部（本部長：総理大臣、本部員：全閣僚）の設置に伴い、同事務局を設置（H19年7月20日）。

○ [H19年7月] 事務局長（内閣審議官）ほか常駐職員：20名
○ [H29年4月現在] 事務局長ほか常駐職員：26名 （事務局次長（1）（非常駐）・参事官（8）・企画官（2））
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